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プラス成長を続ける米国経済
2021年4月30日

ポイント① 実質GDPは3期連続プラス

4月29⽇発表の米国の1-3月期実質GDP（国
内総生産）は前期比年率換算値（四半期の伸び
を1年当たりに換算した値）で6.4％増加、3期連
続のプラスとなりました。米国救済計画法による1人
最大1,400米ドルの現金給付や新型コロナウイルス
ワクチンの接種拡大により、個人消費が押し上げら
れたこと等が増加の要因と考えられており、パンデミッ
クからの経済回復が加速してきています。

ポイント② FOMCでは景気認識を上方修正

4月27、28⽇開催のFOMC（米連邦公開市場
委員会）では、経済活動に対する新型コロナウイル
スの影響が低下していることが⽰唆されました。一方
で、政策金利であるFF（フェデラルファンド）金利の
⽬標は0～0.25％、資産購入ペースも月額1,200
億米ドルに据え置くことを決定しました。 FRB（米
連邦準備制度理事会）は依然としてパンデミックの
リスクは残っている為、現行の金融緩和を継続してい
くことが適切であると考えているようです。

ポイント③ 今後の施政方針も明らかに

また、4月28⽇にはバイデン米大統領が上下両院
合同会議で就任後初めて演説し、今後の施政方
針を⽰しました。国の再建に向けた大々的なインフラ
整備による雇用創出の実現に加え、低所得・中間
層の減税や子育て・教育を支援する「米国の家族の
ための計画」を公表しました。一方で、このプログラム
の財源として、個人所得税の最高税率の39.6%へ
の引き上げ、富裕層のキャピタルゲイン税の39.6％
への引き上げ、そして、連邦法人税率を21％から
28％に引き上げるなど、様々な増税計画が盛り込
まれているため、今後の米国株式市場の動向には注
意が必要です。
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図2：米国の政策金利と10年債利回り
期間：2015年1月1⽇～2021年4月29⽇、⽇次

（出所）Bloombergより野村アセットマネジメント作成
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米ISM（サプライマネジメント協会）
製造業景況感指数（4月）

米雇用統計（4月）

（出所）米商務省経済分析局データより野村アセットマネジメント作成

図1：米国の実質・名目GDP
期間：2015年1-3月期～2021年1-3月期、四半期
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